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慮すると、空路のある福岡、大阪、東京へのアクセ

スが良く、九州他県への移動よりも要する時間が少

ないという特徴があり、ウォーラスティンらの「従

属理論」を国内経済に応用すれば、東京との関係は

もとより、九州においても明らかな「半周辺」地域

ということになろう 1。

　さて宮崎県経済に関する研究を行う時、課題とな

るのが先行研究の少なさである。県経済の発展過程

を知るための重要な資料となる県史、市町村史にく

わえ、これまで行われてきた研究者による経済分析

は、宮崎県の現在と過去を理解し、自身の研究を補

い、発展させるために必要不可欠であるが、宮崎県

を研究対象とした論文自体の数が少なく、また経済

学的視点からの研究も限られている。さらに宮崎県

経済を網羅するような研究は行われておらず、地域

経済振興等で注目されている一部地域（綾町等）に

関する論文や延岡市などの企業城下町に関する事例

研究が行われているのみとなっている。九州経済に

関する著書においても福岡を中心とした九州北部地

域が取り上げられることが多い。また宮崎県は、九

州で唯一、日本銀行の支店が存在せず事務所 2 が置

かれているのみであり、ジェトロ（日本貿易振興機

構）に至っては事務所すら存在しない状況にあるこ

とから、今後ハード面における体制強化とソフト面

における情報の集積が進むことが望まれる。

多極分散型の経済

　さて宮崎県総合政策部の統計によると宮崎県の

2014 年 4 月現在の人口は、111.5 万人となってお

り、全国では 36 番目という位置にある。なお九州

では佐賀県に次いで人口が少ない（図表 1）。1950
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はじめに

　皆さんは宮崎県についてどのようなイメージを持

たれているだろうか。宮崎県と聞けば「マンゴー」、

「宮崎牛」、「肉巻きおにぎり」、「プロ野球のキャン

プ地」をイメージする人も多いと思われる。もしか

すると「特にイメージが沸かない」、「どこにあるの

か分からない」と答える人もいるかも知れない。

　1960 年代から 1970 年代にかけて新婚旅行で賑

わったということだが、近年多くの人が持っている

宮崎県に関するイメージは、前知事がマスメディア

を通じて行った宣伝効果によって生み出されたもの

が多く、ステレオタイプなイメージが醸成されてお

り、地域性豊かな宮崎県経済を正確に捉えたものと

は言えない。

　そこで本コラムでは、「国勢調査」、「宮崎県県民

経済計算」などの統計を使い、宮崎県経済に関して

若干の考察を行う。この分析により、宮崎県が多様

性に富んだ地域であることを少しでも知ってもらえ

れば幸いである。

宮崎県経済に関する先行研究及び文献

　宮崎県は九州の東側に位置し、南北に約 160 キロ、

東西約 70 キロの広さを持ち、山・平野・海すべて

を合わせもった地域である。だが県外への交通の便

が悪く、宮崎市から他県へと移動する際、航空機が

最も有力な交通手段となる。そのため移動時間を考
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（昭和 25）年以降の人口動態を見ると、高度経済成

長期において東京・大阪などへの集団就職の影響か

ら、人口が大きく減少した後増加に転じ、1988（昭

和 63）年に 117.6 万人に達し、一度ピークを迎え

ている。バブル経済の崩壊を経て、一時人口が減少

するが再度増加し 1997（平成 9）年に 117.7 万人

を超えたが、その後は人口減少が続いている。つま

り、宮崎県の人口は 2000 年代まで日本経済の好況

期に減少し、不況期に増加するという傾向を有して

いた。いわば日本経済における「労働力の貯水池」

的な役割を担っていたと言って良いだろう。

　宮崎県の県庁所在地は、宮崎市であり人口は 40

万人を超えており、市部では県内唯一の人口増加地

域となっている。ただ宮崎市の人口増加は、市町村

合併による部分も大きく、2013 年の清武町編入に

より人口が 40万人に達している（図表 2）3。

　しかし、宮崎市に県の人口が集中している訳では

なく、宮崎県は各地域に経済の中核をなす都市が存

在しており、県北部の延岡市、日向市、中部の宮崎市、

南部の都城市、日南市などに人口が分散している。

また郡部にも約 19 万人（16.7％）が暮らし、国富

町や高鍋町など 2万人以上の人口を要する自治体も

存在する。さらに幕藩体制時代に地域全体を治める

大藩が無かったこと、北部から南部までの距離が離

れていること、生産されている農産物の種類や産業

構造が異なることなどから、経済的にも文化的にも

宮崎市一極集中経済とはならず、多極分散型経済が

形成されていると言える。

　そのため、北部では大分県、南部では鹿児島県、

山間部では熊本県との経済的関係が深く、どちらか

らも距離の離れている宮崎市においては、宮崎空港

に航空路線が開設されている東京や大阪、福岡など

との関係が強い。

宮崎県経済の多様性

　都道府県別の経済規模を分析することが出来る県

民経済計算で県内市町村の経済構造を見ると、宮

崎県は約 3兆 5,000 億円の経済規模を有している。

県内では宮崎市の総生産が最も大きく 2010（平成

22）年で県全体の 35.9％を占めている。しかしこ

れは、県庁及び政府関係機関が立地していることと、

それに付随する関連サービス業が立地していること

が影響しており、宮崎市自体は第三次産業が中心の

経済となっている。また県全体としては、第一次産

業の占める割合が全国で最も大きいという特徴を有

している（図表 3、4）。

　これに対して旭化成発祥の地である延岡市は、現

在でもなお企業城下町としての色彩が強く、都城市

は霧島酒造を中心とした焼酎生産と農業の町、日南

市は市中心部に王子製紙の工場が立地するとともに

油津港を要する漁業の町となっている。また市部・

郡部を問わず農業生産が盛んであることから、串間

市、えびの市、日南市、川南町、都農町、美郷町では、

総生産に占める一次産業の割合が 10％を超えてい

る。

　ところで、宮崎県の主要農畜産物と言えば、「マ

ンゴー」、「鶏肉」、「牛肉」などがすぐに連想される。

確かにこれらの産品は、県内における主要農畜産物

に違いないが、それだけではなく、コメ、各種野菜、

柑橘系果物など多種多様な農産物が生産され、その

中でも特にきゅうり、さといも、ピーマン、ゴーヤ、

大根、さつまいも、ほうれんそう、ごぼう、オクラ、
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日向夏、キンカン、パパイヤ、バナナなどは出荷量

が全国上位を占めている。

　このように、宮崎県は地域ごとに多様な経済構造

を有する潜在性の高い地域であり、市町村ごとに異

なった顔を持っている。ただ県民一人当りの所得が

低いことから、産業の高度化及び高付加価値化と所

得の向上が大きな課題となっている。

経済のグローバル化と宮崎

　ここまで見てきたように宮崎県経済は、多極分散

型経済の構造を色濃く残し、各地に特徴ある産業が

立地し、地域ごとに多様な経済構造を有している。

また近年政府主導で農産物、食品の輸出振興が図ら

れているが、県内からの輸出額は少なく、日本経済

のなかではグローバル化が進んでいない地域である

と言える。だが、グローバル化が進んだ経済が優れ

た経済という訳ではない。地域経済が世界市場と連

携を深めれば、それだけ世界経済情勢の影響を直接

的に受けることになる。

　宮崎県中小企業家同友会が実施している景況調査

によると、2014 年 4-6 月期の「経営上の問題点」

として「輸出困難」や「輸入品による圧迫」を回答

した企業は存在しなかった 4。今後さらに研究を進

める必要はあるが、宮崎県経済は日本の地域経済の

なかでは比較的外部経済環境の変化に強い、域内循

環型の経済構造を有している可能性がある。県では

外国人観光客の誘致と併せて農産物・食品の輸出振

興を政策の柱としているが、地域内経済循環を強化

し、外部経済環境の変化に強い地域経済の構築も同

時に進める必要があるだろう。

宮崎県経済の潜在性と課題

　ここでは宮崎県経済の現状について若干の考察を

加えたが、もちろん宮崎県経済を語る上では不十分

であり、各地域、産業をより詳細に分析し、より正

確に地域経済の実情を把握する必要がある。だが宮
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崎県経済は、自然環境に恵まれ多様性を維持してお

り、地域経済が持つ潜在性は高いと考えられる。

　政府が進める経済のグローバル化に対応した地域

づくりも重要だが、これらの政策と同時に内需を

確実に掴み、所得向上を図り、豊かな地域社会を実

現することも地域経済の大きな課題であると言えよ

う。

　【注】

1　Wallerstein, Immanuel.[1979], The Capitalist 

World-Economy, Cambridge University Press, 

Cambridge, p.96（藤瀬浩司・麻沼賢彦・金井雄一訳『資

本主義世界経済Ⅰ－中核と周辺の不平等－』名古屋

大学出版会、1987 年 4 月、128-129 ページ）.

2　 宮崎県には日本銀行の支店が存在しないことか

ら、「全国企業短期経済観測調査」については鹿児

島県との合同調査となっている。

3　 宮崎市は平成の大合併により田野町、佐土原町、

高岡町を 2006（平成 18）年に、清武町を 2013（平

成 25）年に編入している。

4　 宮崎県中小企業家同友会理事会編、小山大介分

析『宮崎県中小企業家同友会 第 21 回景況調査』8

ページ。

（宮崎大学テニュアトラック推進機構）
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